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「法人の実態調査」、正確に言えば、「平成２２年度分会社標本調査結果」国税庁 （ハ

イパーリンク可）というものがある。

この調査は、昭和２６年分から始まっていて、以後毎年実施されており、今回で第６１

回目を数える。今回のコラムは、この調査からいくつの話題を拾ってみた。

まず、全国の法人数は２５８万６，８８２社であった。

つまり全国に「社長さん」が２５８万人超いるということである。

ちなみに、全体の法人数を資本金階級別の構成比で見ると、資本金１，０００万円未

満の階級（５７．１％）と資本金１．０００万円以上１億円以下の階級（４１．８％）が、全

体の９８．９％を占めており、日本の企業のほとんどが中小企業であるといえる。

このうち連結子法人６，５２８社を差し引いた２５８万３５４社が、正味法人数。その中で、

欠損法人は１８７万７，８０１社となっており、その割合は、７２．８％で、７割以上が赤

字であった。現在、「黒字決算の会社」は、３割にも満たないという状況を示している。

業種別欠損法人の割合を見ると、料理飲食旅館業（８３．８％）が最も高く、次に、繊

維工業（８３．１％）、出版印刷業（８０．９％）の順で、赤字が多い３大業種といえる。

他方、低い順に見ると、不動産業（６７．３％）、運輸通信公益事業（６９．０％）、卸売

業（７０．４％）となっている。

営業収入金額は１，３５３兆１，２７８億円で、このうち利益計上法人の営業収入金額

は、７５４兆８，４５９億円、所得金額は３２兆４，３５１億円で、営業収入金額に対する

所得金額の割合（所得率）は４．３％となっている 。

次に、法人経費の中で、「交際費」と「寄付金」についてみてみる。

交際費等の支出額は我国全体で２兆９，３６０億円である。

このうち税法上損金に算入されない金額は１兆１，７０３億円で、支出額に占める割合

は３９．９％となっている。中小企業の交際費支出１割課税（年間６００万円まで）からする

と、かなり高い割合に感じるが、大企業の場合、交際費は全額課税扱いとなることが

原因していると思われる。ちなみに平成２２年度の交際費等支出額２兆９，３６０億円

は、過去３０年間で最低の金額となった。

寄附金の支出額は６，９５７億円となっていて、前年度比で２７．３％増加した。

この額は寄付金の統計を開始した昭和３７年分以降で過去最高額となっている。

また、そのうちの指定寄付金は２，４５９億円で、前年度比４２．５％増となっている。こ

ちらも、統計開始以降での過去最高額となった。

寄付金が大幅に増加しているのは、東日本大震災関連寄付金の支出が大きく影響し

ているものと思われる。

以上が税務行政面から捉えた、現状日本の、法人実態といえる。


